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１．は じ め に
　地球には，大きく分けて２つの資源が存在する。化石燃料などの有限な
資源と，生物由来あるいは水資源等の再生可能な資源である。私たちの生
活はこれらの資源を基盤として成り立っている。資源利用後には，廃棄物
や温室効果ガスなどが地球環境に排出されるため，場合によっては地球環
境に負荷を与えてしまう。こうした状況を踏まえ，昨今，地球環境に負荷
をかけずに発展していく「持続可能な社会（Sustainable Society）」の実現が
国際的に重要な課題として掲げられている。例えば，低炭素社会を可能に
するための技術開発や，水資源確保のための技術開発，生物多様性確保の
ための取り組みなどがある 1）。
1）　環境省（2011）「平成23年度環境白書」参照。
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　とりわけ，低炭素社会を可能にするための技術開発や水資源確保のため
の技術開発などは「グリーンイノベーション」「環境技術開発」などと称
され，注目を集めている。例えば，日本の科学技術研究費をみてみよう
（図１）。「環境」分野は特定目的別研究の中の重点推進４分野の１つとな
っており，研究費は年々増加傾向にある。また特定目的別研究に分類され
る「エネルギー」の研究も，省エネルギーや CO2 を排出しない自然エネ
ルギーの開発など環境関連の技術が含まれるため，環境関連の研究分野と
して捉えることができる。こちらの分野も研究費は増加傾向にある。さら
に，東日本大震災後の2011年より，最優先で取り組むべき課題３分野の１
つとして，「グリーンイノベーションの推進」分野が加わっている。「環
境」「エネルギー」「グリーンイノベーション推進」分野の研究費を合わせ
ると，2013年時点で日本全体の科学技術研究費の約５分の１にあたる2.78
兆円が投資されている。日本国として環境分野における研究が相対的に重
要視され，環境問題に対応するために必要な技術開発を積極的に進めてい
ることがわかる。
　こうした環境研究分野において，世界的に高いレベルの技術を日本が保
有していると一般的には考えられている。文部科学省が2005年に日本の研
究者・技術者に対して行った『科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調
査』によれば，日本は，燃料電池，二酸化炭素固定・処分，太陽エネルギ
ー，省エネルギー技術という分野において優れた技術を保有するという回
答が得られている。
　しかしながら，優れた環境技術を保有していることは，必ずしも世界的
な競争力に結びついていることを示すわけではない。前述の増加する環境
分野の研究費は，それが優れた技術開発につながると仮定したとしても，
最終的に事業化され，利益という果実をもたらしているのだろうか。どう
すれば優れた環境技術は，日本の国際的な競争力に結びつけることができ
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るのだろうか。本稿ではこうした問題意識を出発点として，環境技術のイ
ノベーションを取り上げ，この分野における研究課題について考察するこ
とを目的とする。
２．既 存 研 究
　環境技術のイノベーション研究をレビューするにあたり，本稿ではまず
技術イノベーションと競争優位獲得の関係に関する研究をレビューする。
その後，環境技術分野に絞って既存研究を取り上げ，レビューを行うこと
とする。
2-1.　技術イノベーションと競争優位の獲得
　これまで，技術イノベーションと競争優位獲得の関係に関して，どのよ
うな研究が行われてきただろうか。本節では，ある技術イノベーションが
なぜ市場に受け入れられるのかについて議論してきた既存研究を整理する
ことで，この疑問を探っていくこととする。
　まず，イノベーションとは経済成果をもたらす「革新」のことである
（一橋大学イノベーション研究センター，2001）。イノベーションが実現するに
は，２つの条件があるといわれる（武石・青島・軽部，2008）。１つは「知
識創造」である。これは，技術や商品，事業をめぐる革新的なアイディア
が生み出されることを意味する（Lundvall, 1992 ;  野中・永田，1995）。もう１
つは「資源動員」である。これは，創造された革新的なアイディアを経済
成果に結びつけていくプロセスに資源が動員されることを指す。前者の
「知識創造」で生まれたアイディアを経済成果としてイノベーションにつ
なげるには，「資源動員」が欠かせない。しかし，イノベーションはその
革新性ゆえに「資源動員」が難しく，どんなに革新的なアイディアも，他
人を説得し，資源という協力なしには実現しえない，という矛盾をはらむ
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（武石・青島・軽部，2008）。
　イノベーションの実現に関する既存研究は，技術決定論的視座に基づく
ものと，環境決定論的視座に基づくものの２つに大別することができる
（図２参照）。以下では，それぞれみていくことにする。
　2-1-1.　技術決定論的視座
　なぜ，ある技術イノベーションは受け入れられるのか。これに対する答
えの１つは，技術決定論的視座から与えられる。既存研究では，まず技術
特性が注目された（e.g. Abernathy and Clark, 1985 ;  Dewar and Dutton, 1986 ;  
Ettlie, Bridges and O’Keefe, 1984 ;  Forster, 1986 ;  Henderson and Clark, 1990 ;  
Leonard-Barton, 1992 ;  Nelson and Winter, 1982 ;  Teece, 1986 ;  Tushman and 
Anderson, 1986）。中でも，先行的に議論が進められたのは，既存技術に対
する新規技術の性能的優位性である。新規技術の登場によって注目される
ことになる技術的性能が，新旧技術の優劣を決める。企業にとって技術転
換の方向性を決める際の指標ともなっている。
　ただし，既存技術と新規技術の技術特性によってのみ，イノベーションの
実現が決まるわけではない。技術特性を評価する物理的資源や技術知識と
図２　技術イノベーションの実現経路
企業の
技術イノベーション
外部環境
（利害関係者，制度）
技術特性，資源
技術決定論的視座
環境決定論的視座
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いった経営資源も，資源獲得に結びつく重要な決定要因となる。どのよう
な技術を用いるか，どのような製品開発を行うかという，新技術の選択と
問題解決の方向性は，企業が保有する既存資源によって決まるという考え
方である。こうした，企業の既存資源の適用可能性が資源獲得に影響を及
ぼし，イノベーション実現を左右するかについても，多くの研究が行われ
てきた（Abernathy and Clark, 1985 ;  Christensen, 1997 ;  Forster, 1986 ;  Henderson 
and Clark, 1990 ;  Leonard-Barton, 1992 ;  Tushman and Anderson, 1986）。
　一方で，既存資源の存在は，新規技術の選択を制約する場合もあること
も指摘されている。新規技術の選択が，① 既存資源と関わる知識やノウ
ハウの陳腐化，② 取引顧客の変化，③ 新たな技術課題をもたらし，経済
的，技術的負担が増加すると判断された場合は，既存の技術体系の継続的
な選択が推奨されてしまう。こうした場合は，資源動員が難しくなり，イ
ノベーションは実現しにくくなるといえる。
　2-1-2.　環境決定論的視座
　技術決定論的視座に対する考え方が，環境決定論的視座である。外部の
顧客や関連する社会団体，さらには競争相手といった利害関係者の行動
が，資源動員に影響を与え，イノベーションの実現に影響を与えるという
考え方である（e.g. Christensen, 2001 ;  Das and Van de Ven, 2000 ;  Nair and 
Ahlstrom, 2003 ;  Tushman and Rosenkopf, 1992 ;  Smith, 1992 ;  朱・武石・米倉，
2007）。
　例えば，1970年代の自動車排気浄化技術の事例は，技術決定論的見方か
らすると顧客選好に時間を要するはずの技術が，予定よりも早く市場に投
入された現象である。この現象は，技術に対する社会集団の柔軟な解釈・
選択によって資源動員が行われ，イノベーションが実現したと分析されて
いる（朱・武石・米倉，2007）。あるいは，在来技術と新規技術が，新規技
術を開発した企業の顧客への働きかけによって，長期的に並存する事例も
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報告されている（Nair and Ahlstrom, 2003）。これらの事例は，あるイノベー
ションが実現するかどうかが，利害関係者の選好によって変化することを
示している。利害関係者の中でも，とりわけ顧客の受け入れがなければ，
企業のイノベーションは独りよがりに終わってしまう。
　そのほかにも，例えば，環境規制のような法規制が企業のイノベーショ
ンを促進するという研究や（Porter and van der Linde, 1995），補助金等の助
成政策が企業のイノベーションを促進させるという研究もある（松嶋，
2012）。
　このように，環境決定論的視座に基づけば，イノベーションの実現は，
社会的，政治的要因によって左右されるといえる（Tushman and Rosenkopf, 
1992）。
2-2.　環境技術のイノベーション研究
　さて，こうした技術イノベーション研究を踏まえ，環境技術のイノベー
ション研究はどのように行われてきたのだろうか。
　「環境技術のイノベーション研究」を，前項の「技術イノベーション研
究」と別立てで考えるのには，理由がある。なぜなら，環境問題は社会全
体の問題であるためである。企業を利益最大化を目指す組織という前提に
よって捉えるならば，一企業が環境問題の解決に取り組むことは，その性
格上相容れない。実際，1970年代頃から地球環境問題が社会的に問題とし
て注目されるにつれ，環境規制によって企業行動を強制的に抑制し，問題
の解決が試みられてきた。そのため，企業にとって，環境規制は費用を増
加させ，生産性や競争力に負の影響を及ぼすものとして捉えられてきた。
　しかし，CSR（Corporate Social Responsibility，企業の社会的責任）という考
え方の登場により，環境問題解決への取り組みは，企業にとって負荷や単
なるボランティアではなくなりつつある。本業の中で環境問題解決に取り
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組み，地球環境に配慮した製品やサービスを提供することで，社会問題解
決と利益最大化を同時に目指そうとする動きが活発になっている。こうし
た流れの中で，環境技術のイノベーション研究も発展している。この分野
の研究は，主に「ポーター仮説」をする研究（環境規制と技術イノベーショ
ンに関する研究）と，CSRと技術イノベーションに関連する研究に分けら
れる。以下では，この２つの研究についてそれぞれみていく。
　2-2-1. 　ポーター仮説とその検証（環境規制と技術イノベーションに関する
研究）
　環境への取り組みと企業活動とはトレードオフであるというそれまでの
「常識」に対し，一石を投じたのが Porter（1991）である。Porterは，「適
切な環境規制は企業のイノベーションを促進する」ことを主張した。日本
やドイツのように厳しい環境規制がある国は，技術イノベーションが刺激
され，その分野においてはアメリカよりも競争力を持っていることを引き
合いにした。適切に設計された環境規制は，むしろ企業の技術イノベーシ
ョンを促進する可能性を示したのであった。彼の考え方は，「ポーター仮
説（Porter hypothesis）」と呼ばれるようになる。
　「ポーター仮説」を検証すべく，その後，環境政策とイノベーションの
関係を明らかにすべく，主に環境経済の分野において多くの研究が行われ
てきた。同時に，ポーター仮説にはさまざまなタイプのイノベーションが
含まれるため（図３），Jaffe and Palmer（1997）はポーター仮説を「狭い」
「弱い」「強い」に３分類している。狭いポーター仮説は「被規制者が創意
工夫した環境規制のほうが，イノベーションを促進しやすい」，弱いポー
ター仮説は「適切に設計された環境規制は，なんらかのイノベーションを
誘発する」，強いポーター仮説は「適切に設計された環境規制は費用を上
回る便益をもたらすようなイノベーションを引き起こす」である。
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　Ambec et al.（2013）は，これまでに行われてきた環境政策とイノベーシ
ョンの関係に関する研究をとりまとめている。その結果，弱いポーター仮
説は，多くの実証分析が肯定的な結果を示しているとした。一方，狭いポ
ーター仮説については，理論的には大方認められているものの，定量的に
はそれを支持する結果が多いわけではないとされている。さらに，強いポ
ーター仮説については，環境規制が企業利益あるいは生産性を有意にプラ
スの影響を与えるという結果が得られた実証研究はいくつかあるものの，
あまり多くないという。環境規制がイノベーションを起こすにはある程度
の時間が必要であるが，ラグをとらずに分析を行っている研究があること
も問題点として指摘されている。これは動態的な関係性を考慮した実証研
究があまり行われていないことを示唆しているといえる。
　2-2-2.　CSRと技術イノベーションの研究
　環境技術のイノベーションに関する研究は，CSRの観点からも行われ
ている。
　CSRに関する研究は，さまざまな観点から行われてきた。例えば，社
会的パフォーマンスに注目した研究や（Carroll, 1979），企業倫理の側面か
らの研究（Solomon, 1993），コーポレートガバナンスの分野における研究
図３　ポーター仮説
環境規制
企業の
技術イノベーション
企業パフォーマンス
向上
環境パフォーマンス
向上
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（Freeman and Evan, 1990），企業の説明責任の観点からの研究もある
（Elkington, 1998）。RBVの観点からの研究も，数は少ないもののいくつか
行われてきた（Barney and Arikan, 2001 ;  Hart, 1995）。
　その中で，CSRと技術イノベーションに関する研究も行われてきた（図
４参照）。例えば，McWilliams and Siegel（2000）は，CSRと企業パフォー
マンスの関係性に関する研究を行っている。あるいは，R&D支出と CSR
には相関性があることを議論する研究もある（McWilliams and Siegel, 2001 ;  
Lopez et al., 2008）。また事例研究を通して，CSRとイノベーションの関係
性を示した研究もある（MacGregor and Fontrodona, 2008）。
　近年では，戦略的な観点から CSRを捉える研究も増えている。例えば，
Bansal（2005）や Husted and Allen（2007）は，CSRとイノベーション戦略
の関係性に注目し，製品を通して CSRに取り組むことを決めた企業は，
R&D支出が増加することを議論した。さらに，Husted and Allen（2007）
は価値創造（value creation）の観点から研究をしている。戦略的な CSRへ
の取り組みは，製品やサービスを通して価値の創造につながることを議論
図４　CSRと技術イノベーションの関係
CSR
企業の
技術イノベーション
企業パフォーマンス
向上
環境パフォーマンス
向上
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し，こうして作られる目に見えない資源が，顧客満足や企業の CSRを向
上させているという（Prior et al., 2009）。
　CSRと企業技術イノベーション研究では，その因果関係について両方
示されていることに注目されたい。CSRが企業のイノベーションを促進
するという側面に加え，そうした企業のイノベーションが CSRを促進す
るというフィードバックループも働くことについて言及されている。
　ただし，CSR研究は理論的には図４のような因果関係について同意さ
れているものの，実証研究がまだ少ないという問題を抱えている（Gallego-
Alvaretz et al., 2011）。さらに，R&D支出といった場合に，どのような分野
に注力したものなのか，さらには企業の競争優位構築とどのような関係が
あるのかといった分析も必要であることが指摘されており（Gallego-Alvaretz 
et al., 2011），これから，さらなる研究蓄積が望まれる分野であることがわ
かる。
3.　環境技術のイノベーション研究の課題
　本節では，環境技術のイノベーション研究を，従来のイノベーション研
究の流れを踏まえて整理し，残されている研究課題を探っていく。
　まず，ポーター仮説を起点とし，環境規制と企業のイノベーションにつ
いて取り扱ってきた研究は，環境決定論的視座にもとづくイノベーション
研究と捉えることができるだろう。一方，CSRとイノベーションの関係
について取り扱ってきた研究は，CSRを企業内の資源として捉え経営戦
略の観点から分析しているため，技術決定論的視座に近いイノベーション
研究として位置づけられる。そのため，これまで行われてきた環境技術の
イノベーション研究は，図５のように整理できる。
　こうした既存の環境技術のイノベーション研究は，次のような３つの課
題が看過されてきた。
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　第一に，技術決定論的視座と環境決定論的視座が個別に議論されている
ことである。これは，技術イノベーション研究の課題でもあるが，個別に
議論されてきた技術決定論的視座と環境決定論的視座は，実際には相互に
連関している。外部環境（制度や利害関係者）は，行為主体である企業や組
織に影響を与える一方で，企業や組織の行為が，法律の制定に影響を与え
たり，利害関係者に影響を与えることもある。企業や組織の行為と環境と
は相互作用し合う連鎖モデルを想定したほうが，より技術イノベーション
という動態的な現象を説明できるだろう（Kline and Rosenberg, 1986 ;  加藤，
2011）。同様に，環境技術のイノベーションについても，CSRや環境規制
といった技術イノベーションを引き起こす個別の要因を想定することに終
始せず，行為主体と環境が相互作用し合うという連鎖モデルの視点を取り
入れて研究を進めたほうが，イノベーションメカニズムの理解がより深ま
るだろう。
　第二に，動態的な分析の必要性である。これまでの環境技術のイノベー
ション研究は，その多くが定量的なデータを用いてきた。そこでは，主に
産業や国を分析レベルとして，変数間の因果関係について明らかにされて
図５　環境技術のイノベーションの経路
企業の
技術イノベーション
環境パフォーマンス
向上
CSR
技術決定論的視座
企業パフォーマンス
向上
環境規制
環境決定論的視座
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きた。しかし，変数と変数を結ぶ間のメカニズムについては明らかにされ
てこなかった。変数と変数の間では何が起きているのか，それを知るため
には実際の企業プロジェクトの分析が必要である。行為主体と環境がどの
ように影響し合い，イノベーションを引き起こすのか，イノベーションが
おきるという動態的な現象を把握するためには，時間軸をも考慮した分析
が不可欠である。
　最後に，よりミクロな視点からの分析の必要性である。すでに述べたよ
うに，これまでの環境技術のイノベーションに関する研究の多くは，国や
産業を単位としたマクロレベルの分析が行われてきた。しかし，例えば環
境規制は企業や事業所によってその影響の度合いが異なる場合があるし，
CSRも同じである。こうした企業や事業ごとの違いも考慮してイノベー
ションメカニズムを明らかにするには，企業のプロジェクトレベルのデー
タを用いた，よりミクロな視点からの分析が必要である。企業のプロジェ
クトレベルにまで視点を降ろして分析することで，行為主体と環境とがど
のように相互に影響し合い，どのようにイノベーションが経済成果にまで
結びつくのか，そのメカニズムを観察できるだろう。さらに，プロジェク
トマネジメント上の問題や課題についても触れることで，実務上の示唆も
得ることができると考える。
　これら３つの課題は，イノベーションが起きる因果メカニズムの解明を
する研究の必要性とも言い換えられるだろう。企業のプロジェクトレベル
を分析単位として，時間軸を取り入れた動態的な分析をすることで，連鎖
モデルを想定したイノベーションメカニズムが明らかになる。環境技術の
イノベーション研究に残された課題はここにあるといえる。
４．お わ り に
　環境技術のイノベーション研究は，従来，環境経済の分野で取り扱われ
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てきた。なぜなら，環境問題は社会的な問題であるため，環境問題の解決
は，国家政策，あるいは世界的な政策として取り組まれてきたからであ
る。環境政策の是非を問うために，マクロレベルから，経済学の知見を応
用し，多くの研究が行われてきたのである。
　そうした環境問題が起こる中で，イノベーション活動を実際に行ってき
たのは，企業である。それは法律に対応するためのイノベーションであっ
たり，あるいは自主的なイノベーションであったかもしれない。いずれに
せよ，国や産業を単位としたマクロレベルの研究においては，実際の企業
のプロジェクトにまで目が向けられることはなかった。イノベーションの
メカニズムを明らかにする上では，企業レベルの視点から，時間軸も考慮
して因果関係を丹念に分析していく必要があるだろう。本稿は，既存研究
では看過されてきたこれらの環境技術のイノベーション研究の課題に，経
営学的な視点から目を向けようとするものである。冒頭で述べたように環
境技術分野の研究費が増加している今，この研究課題に取り組む重要性は
増しているといえる。
　こうした研究課題に取り組むことで，次のような示唆が得られるだろ
う。理論的には，イノベーションの因果メカニズムは，連鎖モデルを通じ
て明らかにできることを示すことができるだろう。また，実務的には，近
年増加している企業の環境プロジェクトに対して，マネジメント上の示唆
を提示できると考える。
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